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１－① 給与勧告の対象職員

公務員には、国家公務員約６４．１万人と、地方公務員約２７６．０万人がいます。このうち、人事院の給与勧告の対象

となるのは、「一般職の職員の給与に関する法律（給与法）」の適用を受ける一般職の国家公務員約２７．５万人です。

給与法適用職員
約２７.５万人

検察官 約０．３万人

特定独立行政法人職員 約６．５万人

（注）１ 国家公務員の数は平成２６年度末予算定員等による。
２ 地方公務員の数は総務省「平成２５年地方公務員給与実態調査」に基づいて推計したものである。

一般行政職員、外交官、
税務署職員、刑務官、
海上保安官、医師、
看護師等

総 計
約３４０．１万人

国家公務員

約６４．１万人

一般職

約３４．３万人

特別職

約２９．８万人

地方公務員

約２７６．０万人

１



１－② 給与勧告の手順

人事院では、国家公務員と民間の４月分の給与（月例給）を調査した上で、精密に比較し、得られた較差を埋めることを基本

に勧告を行っています。

また、特別給についても、民間の特別給（ボーナス）の過去１年間（前年８月から当年７月まで）の支給実績を精確に把握し、

民間の年間支給割合に国家公務員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。

国家公務員（行(一)）と民間の月例給を比較

役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を比較

（ラスパイレス方式）

情
勢
適
応
の
原
則

（
民
間
準
拠
）

各府省、職員団体等の
要望・意見を聴取

各地域において
有識者、中小企業
経営者等と意見交換

水
準
の
改
定
、
俸
給
制
度
・
諸
手
当
制
度
の
見
直
し

人
事
院
勧
告
・
報
告

内 閣
（勧告の取扱い

決定）

国 会

（給与法の改正）

法
案
提
出

民
間
給
与
の
調
査

事
業
所
別
調
査

ボーナス
（前年８月から当年７月まで）

給与改定や
諸手当の支給状況

従
業
員
別
調
査

４月分給与

約５０万人を対象

国
家
公
務
員
給
与

の
調
査

個
人
別
調
査

４月分給与
約２６万人

（新規採用者等を除く）

全員を対象

国家公務員の特別給の支給月数と
民間の特別給の支給割合を比較

企業規模50人以上かつ

事業所を実地調査

事業所規模50人以上の

母集団事業所

約55,000事業所のうち、

約12,400事業所を調査

２



（役職段階） （勤務地域） （学歴） （年齢階層） （民間給与総額（Ａ）） （国家公務員給与総額（Ｂ））24・25歳

26・27歳

１－③ 民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）

月例給の民間給与との比較（ラスパイレス比較）においては、個々の国家公務員に民間の給与額を支給したとすれば、これに要する支給

総額（Ａ）が、現に支払っている支給総額（Ｂ）に比べてどの程度の差があるかを算出しています。

具体的には、以下のとおり、役職段階、勤務地域、学歴、年齢階層別の国家公務員の平均給与（注１）と、これと条件を同じくする民間の

平均給与（注２）のそれぞれに国家公務員数を乗じた総額を算出し、両者の水準を比較しています。

１級(係員) １級地 大 卒 22・23歳 民間給与×国家公務員数

… …

３級地

地域手当

４級地

国家公務員給与×国家公務員数

…

短 大 卒 20・21歳 民間給与×国家公務員数

… …
国家公務員給与×国家公務員数

…

高 卒 18・19歳 民間給与×国家公務員数

… …

国家公務員給与×国家公務員数

…

中 卒 16・17歳 民間給与×国家公務員数

…

国家公務員給与×国家公務員数

…

各勤務地域ごとに、「１級地(地域手当18％)」と
同様、学歴別、年齢階層別に民間給与及び
国家公務員給与を算定

２級(主任)

３級(係長)

各役職段階ごとに、「１級(係員)」と同様、勤務地域別、
学歴別、年齢階層別に民間給与及び国家公務員給与を算定

民間給与総額

÷国家公務員総数

＝ 409,562円（ａ）

国家公務員給与総額

÷国家公務員総数

＝ 408,472円（ｂ）

本年の較差 1,090円 (0.27％) （算定方法） (a) － (b)

…

（地域手当18%）

２級地
（地域手当15%）

（地域手当12%）

（地域手当10%）

５級地
（地域手当 ６%）

非支給地

６級地
（地域手当 ３%）

４級(課長代理・

係長)

５級(課長・

課長代理)

６級(部長等・

課長・課長代理)

７級・８級

(部長等・課長)

９級・10級

(部長等)

行政職(一)

(事務・技術)

（注１）平成26年国家公務員給与等実態調査の結果を基に算出

（注２）平成26年職種別民間給与実態調査の結果を基に算出
３



１－④ 民間給与との較差に基づく給与改定

較 差 1,090円

民間給与

409,562円

国家公務員給与

408,472円

本年の民間給与との較差 1,090円（0.27％）を解消するため、以下のとおり俸給の改定を行うこととしました。

４

俸 給 988円

はね返り分 102円

改 定

「はね返り分」とは、地域手当等のように、俸給
等の一定割合で手当額が定められているため、俸
給等の改定に伴い手当額が増減する分をいう。

（注）



１ 俸 給 表

１－⑤ 本年の給与改定

５

(１) 行政職俸給表(一)

(２) その他の俸給表

行政職俸給表(一)との均衡を基本に所要の改定（指定職俸給表は、行政職俸給表(一)10級の改定状況を勘案し、据置き）

世代間の給与配分の観点から若年層に重点を置きながら広い範囲の号俸について引上げ

改定率 平均 0.3％ 若年層：初任給の引上げと同程度

３級以上の級の高位号俸：50歳台後半層の職員の在職実態等を踏まえ、据置き

初任給 一般職試験（大卒程度）174,200円（現行 172,200円） 一般職試験（高卒者）142,100円（現行 140,100円）

４ 期末手当・勤勉手当

３ 通 勤 手 当

５ 寒冷地手当

民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.15月分引き上げ、4.10月に改定（現行3.95月）

引上げ分は、民間の支給状況等を踏まえつつ、勤務実績に応じた給与を推進するため、勤勉手当に配分

交通用具使用者に係る通勤手当について、民間の支給状況等を踏まえ、使用距離の区分に応じ、100円から7,100円までの幅で

引上げ

新たな気象データ（メッシュ平年値2010）を地域区分の指定基準に当てはめ、支給地域を改定

改定日の前日から支給地域から除外される地域に引き続き勤務している職員等に対し、所要の経過措置

２ 初任給調整手当

医師に対する初任給調整手当について、医療職俸給表(一)の改定状況を勘案し、所要の改定

６ 実施時期

俸給表、初任給調整手当及び通勤手当：平成26年４月１日 寒冷地手当：平成27年４月１日 期末手当・勤勉手当：法律の公布日



（注） モデル給与例の月額及び年間給与は、俸給、扶養手当、俸給の特別調整額、本府省業務調整手当及び地域手当を基礎に算出

○ 地方機関課長：俸給の特別調整額（46,300円）

○ 本府省課長補佐：本府省業務調整手当（39,200円）及び地域手当（18％）

○ 本府省課長：俸給の特別調整額（130,300円）及び地域手当（18％）

○ 本府省局長･事務次官：地域手当（18％）

１－⑥ 国家公務員（行政職（一）及び指定職）モデル給与例

月 額  年 間 給 与 月 額  年 間 給 与

円 円 円 円 円

58,000

186,100

235,000

勧 告 前 勧 告 後

 2,927,000  2,985,000184,200

233,300  3,690,000

172,200  2,736,000 174,200  2,794,000

独 身

配  偶  者

 4,682,000

325,100

配偶者、子１人

２５歳

職  務  段  階 年 齢 家  族  構  成 等

係 員

２２歳
独身（一般職試験
（大卒）初任給）

係 長

４０歳

３０歳

３５歳 292,900

732,662

配偶者、子２人

行政職（一）平均 － － 408,472

 7,119,000

 3,751,000

 12,007,000

326,400 5,190,000

294,400  4,750,000

 7,442,000

447,800

459,044

22,951,000

58,000

61,000

68,000

69,000

299,000

733,842

1,076,160

137,000

79,000

98,000

228,000

79,000

17,472,000

6,618,000

－

５０歳

３５歳

４５歳 配偶者、子２人

 5,259,000

1,413,640

409,562

448,900

460,814

 7,040,000

22,652,000

1,076,160

1,413,640

 7,344,000

 11,870,000

17,244,000

6,539,000

本 府 省 局 長

本 府 省 課 長

本府省課長補佐

配偶者、子２人

配偶者、子１人

－事 務 次 官

－

地方機関課長

－

年間給与額の差

142,100１８歳
独身（一般職試験
（高卒）初任給）

 2,226,000  2,279,000 53,000140,100

６



１－⑦ 最近の給与勧告の実施状況（行政職(一)関係）

国家公務員の給与は、民間賃金が厳しい状況にあったことを反映して、月例給又は特別給の減額による年間給与の減少又は据置

きが続いていましたが、本年は、平成19年以来７年ぶりに年間給与が増額となりました。

月例給

勧告率 年間支給月数 対前年比増減 増減額 率

平成１１年 0.28％ 4.95月 △ 0.30月 △ 9.6万円 △ 1.5％

平成１２年 0.12％ 4.75月 △ 0.20月 △ 7.0万円 △ 1.1％

平成１３年 0.08％ 4.70月 △ 0.05月 △ 1.6万円 △ 0.2％

平成１４年 △ 2.03％ 4.65月 △ 0.05月 △ 15.2万円 △ 2.3％

平成１５年 △ 1.07％ 4.40月 △ 0.25月 △ 16.5万円 △ 2.6％

平成１６年 - 4.40月 - - -

平成１７年 △ 0.36％ 4.45月 0.05月 △ 0.4万円 △ 0.1％

平成１８年 - 4.45月 - - -

平成１９年 0.35％ 4.50月 0.05月 4.2万円 0.7％

平成２０年 - 4.50月 - - -

平成２１年 △ 0.22％ 4.15月 △ 0.35月 △ 15.4万円 △ 2.4％

平成２２年 △ 0.19％ 3.95月 △ 0.20月 △ 9.4万円 △ 1.5％

平成２３年 △ 0.23％ 3.95月 - △ 1.5万円 △ 0.2％

平成２４年（注） - 3.95月 - - -

平成２５年（注） - 3.95月 - - -
平成２６年 0.27％ 4.10月 0.15月 7.9万円 1.2％

行政職(一)職員の
平均年間給与

特別給（ボーナス）

（注）国家公務員給与は、給与改定・臨時特例法により、平成24年４月１日～平成26年３月31日の２年間、「我が国の

厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み」給与減額支給措置が講じられ、上記とは別に、２年間

で101.7万円の減額となっていた（行政職(一)平均）。
７



２－① 給与制度の総合的見直しの概要

基本的考え方

次のような課題に対応するため、俸給表、諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直しを勧告

○ 民間賃金の低い地域における官民給与の実情をより適切に反映するための見直し

○ 官民の給与差を踏まえた50歳台後半層の給与水準の見直し

○ 公務組織の特性、円滑な人事運用の要請等を踏まえた諸手当の見直し

措置すべき事項

Ⅰ 地域間の給与配分の見直し

① 民間賃金の低い地域における
官民の給与差を踏まえ、俸給表
の水準を平均で２％引下げ

② 俸給表水準の引下げに伴い、
地域手当の支給割合を見直し
（３％～最高20％）

Ⅱ 世代間の給与配分の見直し

○ 50歳台後半層では公務員給与が

民間給与を上回っていることから、

俸給表の水準を平均２％引き下げる中で、

50歳台後半層の職員が多く在職する号俸を

最大４％引下げ

Ⅲ 職務や勤務実績に応じた見直し

① 広域異動手当
60㎞以上300㎞未満は５％（現行３％）、300㎞以上は10％（現行６％）に引上げ

② 単身赴任手当
基礎額（現行23,000円）を30,000円に引上げ

加算額（現行年間９回の帰宅回数相当）を12回相当の額に引上げ

③ 本府省業務調整手当
係長級は基準となる俸給月額の６％相当額（現行４％相当額）、係員級は４％
相当額（現行２％相当額）に引上げ

④ 管理職員特別勤務手当
災害への対処等の臨時・緊急の必要によりやむを得ず平日深夜に勤務した場合、
勤務１回につき6,000円を超えない範囲内の額を支給

Ⅳ 実施スケジュール

① 新俸給表は平成27年４月１日から適用

② 新俸給表への切替えに伴い、次の経過措置等を講ずる。

・ 新俸給表の俸給月額が切替え日の前日（平成27年３月31日）に受けていた
俸給月額に達しない職員に対しては、平成30年３月31日までの３年間に限り、
その差額を支給

・ 初年度（平成27年度）の制度改正原資を確保するため、平成27年１月１日の
昇給に限り、昇給幅を１号俸抑制

③ 地域手当等の諸手当の見直しは、平成27年度から段階的に実施し、
平成30年度（平成30年４月１日）に完成

20％

地
域
手
当

△２％

見直し前の
俸給水準

民 間 民 間公 務 公 務

〈東京都特別区の場合〉〈民間賃金の低い地域の場合〉

新俸給水準

８

俸
給
月
額

50歳台
後半

平均２％
引下げ

最大４％
引下げ

55歳を超える職員（行政職(一)６級

相当以上）に対する俸給等の1.5％

減額支給措置の廃止



２－② 地域間の給与配分の見直し

20％

地
域
手
当

現 行

見直し前の
俸給水準

見直し後

△２％
新俸給水準

民 間 公 務 民 間 公 務

〈東京都特別区の場合〉〈民間賃金の低い地域の場合〉

見直し前の
俸給水準

民 間 民 間公 務 公 務

〈東京都特別区の場合〉〈民間賃金の低い地域の場合〉

地
域
手
当

18％

地域ごとの民間賃金の水準をより的確に公務員給与に反映させるため、次のような措置を講じます。

① 全国共通に適用される俸給表の水準について、民間賃金の低い地域における官民の給与差を踏まえ、平均で２％引き下げます。

② 俸給表水準の引下げに伴い、地域手当の支給割合の見直しを行います。（３％～最高20％）

③ 地域手当の支給地域について、更新されたデータに基づき支給地域の見直しを行います。

９

※ 全国各地に官署が所在し同一水準の行政サービスの提供が求められ

ること、転勤等を含む人事管理上の事情等を踏まえると、地域手当による

地域間給与の調整には一定の限界

現行の給与水
準を上回らない
範囲内で設定



見直し後

現行
20% 16% 15% 12% 10% 6% 3%

18% 特別区

15% 町田市、
大阪市

12%
横浜市、
川崎市、
豊田市

さいたま市、
八王子市、
名古屋市、
高槻市、西宮市

船橋市、
吹田市

10% 千葉市
相模原市、
藤沢市、
豊中市、
神戸市

水戸市、市川市、
松戸市、横須賀市、
大津市、京都市、
堺市、枚方市、
東大阪市、尼崎市、
奈良市、広島市、
福岡市

6% 四日市市

仙台市、宇都宮市、
川越市、川口市、
所沢市、越谷市、
柏市、甲府市、
静岡市、津市

3%
高崎市、岐阜市、
岡崎市、春日井市、
和歌山市、高松市

札幌市、前橋市、
富山市、金沢市、
福井市、長野市、
浜松市、豊橋市、
一宮市、姫路市、
岡山市、北九州市、
長崎市

非支給地 新潟市、徳島市

（都道府県庁所在地又は人口30万人以上の市）

２－③ 地域手当の支給地域一覧
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２－④ 世代間の給与配分の見直し

○ 公務においては、在職期間の長期化が進んだことに加え、地方の管理職等を中心に50歳台後半層において昇任する

人事慣行があること等から、50歳台後半層については、国家公務員給与が民間給与を上回っている状況にあります。

○ このような状況を踏まえ、世代間の給与配分を適正化する観点から、俸給表の水準を平均２％引き下げる中で、50歳
台後半層の職員が多く在職する高位の号俸の俸給月額について、最大で４％程度引き下げます。

○ 一方、人材確保への影響等を考慮し、初任給にかかる号俸等については引下げを行いません。

11

俸

給

月

額

50歳台
後半

平均２％
引下げ

最大４％
引下げ

年 齢

55歳を超える職員（行政職(一)６級相当以上）に対する俸給等の1.5％減額支給措置は廃止します。



２－⑤ 諸手当の見直し①

（１）広域異動手当

○ 全国各地に官署があり、同一水準の行政サービスの提供が求め

られる中で、円滑な異動及び適切な人材配置の確保を図るためには、

広域的な異動を行う職員の給与水準を確保する必要。加えて、異動

前後の官署間の距離が特に長い異動を行う職員については、その

確保が求められること等から、更に支給割合を引き上げます。

公務組織の特性、円滑な人事運用の要請等を踏まえて次の手当を見直します。

（２）単身赴任手当

○ 公務の必要から転勤が不可避である一方、子の教育等の理由によ

り単身赴任をせざるを得ない職員が多い状況の中で、公務の支給額が

民間を下回っていることや公務における遠距離異動の実態を踏まえ、

手当額を引き上げます。

【基礎額】 23,000円 → 30,000円

【加算額】 6,000円～45,000円 → 8,000円～70,000円

※ 交通距離の区分を２区分増設：

８区分（最長区分1,500㎞以上） → 10区分（同2,500㎞以上）

交通距離の区分 現行 見直し後

100㎞以上 300㎞未満 6,000円 8,000円

… … …

1,300㎞以上 1,500㎞未満 40,000円 52,000円

1,500㎞以上 2,000㎞未満

45,000円

58,000円

2,000㎞以上 2,500㎞未満 64,000円

2,500㎞以上 70,000円

広域
異動
手当

３％

広域
異動
手当

６％

60㎞以上
300㎞未満の
範囲の異動

300㎞以上の
範囲の異動

広域
異動
手当
５％

広域
異動
手当
10％

△２％見直し前の
俸給水準

新俸給水準

60㎞以上
300㎞未満の
範囲の異動

300㎞以上の
範囲の異動

〈現行〉 〈見直し後〉

60㎞以上300㎞未満 ３％ → ５％

300㎞以上 ６％ → 10％
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２－⑤ 諸手当の見直し②

（４）管理職員特別勤務手当

○ 管理監督職員が災害への対処等の臨時・緊急の必要により、

やむを得ず平日深夜（午前０時から午前５時までの間）に勤務し

た場合に対しても、勤務１回につき、次の手当額を支給します。

代表的な官職
俸給の特別調整額

の区分
手当額

本府省課長 一種 6,000円

本府省室長 二種 5,000円

府県単位機関部長 三種 4,300円

管区機関課長 四種 3,500円

地方出先機関課長 五種 3,000円

（３）本府省業務調整手当

○ 本府省勤務をめぐる最近の状況を踏まえ、本府省における若

手職員の人材確保を図るため、係長と係員に対する手当額を引

き上げます。

【例】 行政職俸給表（一）の場合

職制段階 職務の級
手当額

現行 見直し後

課長補佐
６級 39,200円 改定なし

５級 37,400円 改定なし

係長
４級 14,800円 22,100円

３級 11,700円 17,500円

係員
２級 4,400円 8,800円

１級 3,600円 7,200円

係長級 ： 基準となる俸給月額の４％相当額 → ６％相当額

係員級 ： 〃 ２％相当額 → ４％相当額
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早期に経過措置の対象者でなくなる場合

２－⑥ 俸給表水準の引下げに伴う経過措置（激変緩和措置）

俸給表水準の引下げとなる職員に配慮し、円滑に見直しを行うため、新たな俸給表の俸給月額が、切替え日の前日
（平成27年３月3１日）に受けていた俸給月額に達しない職員に対しては、平成27年４月１日から平成30年３月31日まで
の３年間に限り、経過措置としてその差額を支給します。

３年間、経過措置の対象者である場合

14

俸

給

月

額

27年度 28年度 29年度 30年度

H27.3.31
時点の

俸給月額

平
均
２
％
引
下
げ

見直し後の
俸給月額

（昇給等）

経過
措置額

経過措置額
の受給終了

経過措置の
期限

（H30.3.31）

俸

給

月

額

27年度 28年度 29年度 30年度

H27.3.31
時点の

俸給月額

平
均
２
％
引
下
げ

経過
措置額

経過措置の
期限

（H30.3.31）

（昇給等）

見直し後の
俸給月額



平成26年４月～ 平成27年４月～ 平成28年４月～ 平成29年４月～ 平成30年４月～

２－⑦ 給与制度の総合的見直しの実施スケジュール

世代間配分
の見直し

地域間配分
の見直し

職務、勤務
実績に応じた

見直し等

俸給表水準の
引下げに伴う経過措置

・俸給表水準の引下げ
（平均２％引下げ）

・50歳台後半層の
水準見直し

本府省業務
調整手当の

見直し

広域異動手当の
見直し

支給割合を
段階的に引上げ

地域手当の見直し 支給割合を段階的に引上げ

単身赴任手当の
見直し

支給額を段階的に引上げ

管理職員
特別勤務手当

の見直し

15

・経過措置は平成30年
４月１日に廃止

・55歳超職員の1.5％減額
支給措置も同日に廃止

昇給を
１号俸
抑制



３ 雇用と年金の接続・再任用職員の給与
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これまでの経緯

平成23年9月人事院「意見の申出」

60歳超の職員の給与水準を60歳前より引き下

げるとともに、組織活力を維持する方策等を講

じながら、年金支給開始年齢の引上げに合わせ

て、平成25年度から定年を段階的に引上げ

平成25年3月閣議決定
「国家公務員の雇用と年金の接続について」

・当面、年金支給開始年齢に達するまで希望者
を再任用

・年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ご
とに、意見の申出に基づく段階的な定年の引
上げも含め改めて検討

平成26年4月

「国家公務員法等の一部を改正する法律」附則

政府は、平成28年度までに、意見の申出を踏

まえつつ、定年の段階的な引上げや再任用制度

の活用の拡大その他の雇用と年金の接続のため

の措置を講ずることについて検討

・職員の能力・経験の公務外での活用、業務運営や定
員配置の柔軟化による公務内での職員の活用、60歳
前からの退職管理を含む人事管理の見直しを進めて
いく必要

・関連する制度と合わせて雇用と年金の接続の在り方
を検討していく必要

・本院も意見の申出（平成23年）を踏まえ、雇用と年
金の接続のため、適切な制度が整備されるよう積極
的に取組

雇用と年金の接続の在り方

平成28年度に年金支給開始年齢が62歳に引き上げられ、
再任用希望者が増加する見込み

・公務の再任用は短時間が約７割
・補完的な業務を担当することが一般的

・転居を伴う異動をする職員の増加と民間の支給状況
を踏まえ、再任用職員に単身赴任手当を支給

（平成27年４月１日実施）
・今後も民間の再雇用者の給与の動向を注視するとと

もに各府省の今後の再任用制度の運用状況を踏まえ
再任用職員の給与の在り方について必要な検討

再任用職員の給与


